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 （注）１．売上高には消費税等は含んでおりません。 

２．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。 

    ３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、第10期については、希薄化効果を有して

いる潜在株式が存在しないため、記載しておりません。 

      第10期第２四半期累計（会計）期間及び第11期第２四半期累計（会計）期間については、潜在株式は存在す

るものの、１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。 

 

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第10期

第２四半期累計
期間 

第11期
第２四半期累計

期間 

第10期
第２四半期会計

期間 

第11期 
第２四半期会計 

期間 
第10期

会計期間 

自平成21年
１月１日 

至平成21年 
６月30日 

自平成22年
１月１日 

至平成22年 
６月30日 

自平成21年
４月１日 

至平成21年 
６月30日 

自平成22年 
４月１日 

至平成22年 
６月30日 

自平成21年
１月１日 

至平成21年 
12月31日 

売上高（千円）  305,337  258,901  138,360  124,165  563,826

経常損失（△）（千円）  △6,613  △40,711  △10,700  △24,498  △41,944

四半期純損失（△）又は当期純利

益（千円） 
 △7,699  △41,611  △20,624  △24,917  214,942

持分法を適用した場合の投資損失

（千円） 
 ―  ―       ―       ―  ―

資本金（千円） ― ―  625,400  675,402  675,402

発行済株式総数（株） ― ―       39,220       45,887  45,887

純資産額（千円） ― ―  △280,194  840  42,452

総資産額（千円） ― ―  450,654       279,141  348,736

１株当たり純資産額（円） ― ―  △7,144.16  18.33  925.15

１株当たり四半期純損失金額

（△）又は１株当たり当期純利益

金額（円）  

 △254.42  △906.82       △525.87       △543.03  6,043.81

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 ―  ―  ―  ―  ―

１株当たり配当額（円）   ―  ―  ―  ―  ―

自己資本比率（％） ― ―  △62.2  0.3  12.2

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 22,733      8,916 ― ― 40,096

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △34,071      △22,305 ― ― △35,278

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 118,229      △19,663 ― ― 43,671

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円） 
― ―  172,979       81,525 114,576

従業員数  （人） ― ―  42  42  44
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  当第２四半期会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。  

  

  当第２四半期会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

  提出会社の状況  

 （注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマー、契約社員を含んでおります。）は、当第２四半期

会計期間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

  

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  平成22年６月30日現在

従業員数（人）  42 （ ）  6
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(1）生産実績 

 該当事項はありません。 

(2）受注状況 

 該当事項はありません。 

(3）販売実績 

 当第２四半期会計期間の販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．前第２四半期会計期間及び当第２四半期会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販

売実績に対する割合は、次のとおりであります。 

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

 継続企業の前提に関する重要事象等  

  当社は、当第２四半期累計期間において、重要な営業損失を計上しており、継続企業の前提に重要な疑義を生じ

させるような事象又は状況（重要事象等）が存在しております。 

  しかしながら、「４[財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析]（６）継続企業の前提に関する

重要事象等について」に記載のとおり、当該事象又は状況を解消するための対応策をとり、継続企業の前提に関す

る重要な不確実性は解消されるものと判断しております。   

  

 当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。   

  

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

事業部門別 
当第２四半期会計期間

（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

前年同四半期比（％）

デジタルコンテンツ事業（千円）  122,965  △11.1

その他事業（千円）  1,200  －

合計（千円）  124,165  △10.3

相手先

前第２四半期会計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

当第２四半期会計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

㈱ＮＴＴカードソリューション  20,151  14.5  24,682  19.9

㈱パクレゼルブ  －  －  15,169  12.2

㈱ディー・エヌ・エー  38,474  27.8  －  －

２【事業等のリスク】

３【経営上の重要な契約等】
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 文中の将来に関する事項は、当第２四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。 

（１）経営成績の分析 

  当第２四半期会計期間におけるわが国経済は、政府による経済対策の効果や海外経済の緩やかな回復に伴う輸出

の増加等により、一部に景気回復の兆しが見られるものの、雇用・所得環境の悪化及び個人消費の低迷等、引き続

き厳しい状況で推移致しました。 

 当社の事業を取り巻く環境においては、携帯電話が高速な３Ｇ通信、ワンセグ放送などエンターテイメント機能

が拡充し、個人用エンターテイメント端末の核となりつつあり、魅力的なコンテンツ・サービスの提供が重要にな

ってきました。また、ＳＮＳ（ソーシャルネットワーキングサービス）などに代表されるソーシャルメディアが普

及し、コンテンツ・サービスのプロバイダは、複雑化するユーザーニーズに対応するため、多種多様なコンテン

ツ・サービスの創出が求められております。 

 このような状況のもと、当社は、第二の創業の精神で、市場環境のめまぐるしい変化に迅速に対応するための組

織再編成や、人事考課制度の整備などを含め、社内インフラの再構築を行い、事業拡大に尽力してまいりました。

特に、社員の成長が企業成長の近道であると考え、「社員のアイディア」を事業に最大限に生かせる体制構築に努

めました。 

法人向けの営業では、携帯コンテンツの運営・配信会社に対し積極的に企画提案を行い、当社のコンテンツ素材

を利用した協業型の案件並びにシステム等のインフラを包括した大型の案件等の営業を積極的に行ってまいりまし

た。また、既存取引先との取引の拡大、並びに幅広いマーケットへの対応を進め、新規顧客の開拓に努めてまいり

ました。 

 コンシューマー向けサービスでは、顧客視点でのサービスの拡充に努め、既存顧客及び新規顧客の満足度を高め

る施策を行ってまいりました。 

 なお、業績面に関しましては、当社が独自に企画運営するコンテンツのリリース遅れ等が影響し、前年同期比較

で減収となりました。一方、売上に応じた費用の削減を行い、販売管理費についても、徹底した見直しにより削減

いたしましたが、減収に伴う減益を補うことはできませんでした。 

 このような結果、当第２四半期会計期間における当社の売上高は124,165千円（前年同期比10.3％減）となりまし

た。営業損失23,141千円（前年同期は営業損失8,665千円）、経常損失24,498千円（前年同期は経常損失10,700千

円）、四半期純損失は24,917千円（前年同期は四半期純損失20,624千円）となりました。 

  

（２）財政状態の分析 

 当第２四半期会計期間末の総資産は、 千円（前期末 千円）で前期末比69,595千円減少しました。 

  そのうち流動資産は、 千円（前期末 千円）で前期末比39,943千円減少、固定資産は 千円

（前期末 千円）で前期末比29,651千円減少となりました。 

 これに対する当第２四半期会計期間末の負債合計は、 千円（前期末 千円）で前期末比27,983千円

減少しました。そのうち流動負債は 千円（前期末 千円）で前期末比8,224千円減少、固定負債は

千円（前期末 千円）で前期末比19,758千円減少となりました。 

 当第２四半期会計期間末の純資産は、 千円（前期末 千円）で前期末比41,611千円減少、自己資本比率は

0.3％となり、１株当たり純資産額は18円33銭となりました。  

  

（３）キャッシュ・フローの分析 

当第２四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は第１四半期会計期間末と比較

して8,923千円減少し、81,525千円となりました。なお、当第２四半期会計期間における各キャッシュ・フローの状

況とそれらの要因は次のとおりであります。 

 （営業活動によるキャッシュ・フロー）  

 営業活動によるキャッシュ・フローは10,050千円の資金の増加（前年同四半期は8,230千円の増加）となりまし

た。これは主に税引前四半期純損失24,442千円を計上したものの、減価償却費11,144千円及びコンテンツ償却費

11,921千円の計上、並びに売上債権が7,144千円減少したことによるものであります。 

 （投資活動によるキャッシュ・フロー）  

 投資活動によるキャッシュ・フローは10,399千円の資金の減少（前年同四半期は26,324千円の減少）となりまし

た。これは主に無形固定資産の取得による支出10,124千円があったことによるものであります。 

 （財務活動によるキャッシュ・フロー）  

 財務活動によるキャッシュ・フローは8,573千円の資金の減少（前年同四半期は38,528千円の減少）となりまし

た。これは主に長期借入金の返済による支出7,581千円があったことによるものであります。 

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

279,141 348,736

157,944 197,888 121,196

150,848

278,300 306,284

142,879 151,104

135,420 155,179

840 42,452
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（４）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第２四半期会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はあり

ません。 

   

（５）研究開発活動 

該当事項はありません。 

  

（６）継続企業の前提に関する重要事象等について 

 当社は、当第２四半期累計期間において、重要な営業損失を計上しており、継続企業の前提に重要な疑義を生じ

させるような事象又は状況（重要事象等）が存在しております。 

 当該重要事象等を解消し、または改善する為の対応策といたしましては、当該事象が解消する事業計画を策定

し、大型の協業案件の獲得及び新規事業開発の迅速化に注力することで収益力の向上を図り、販売管理費について

も引続き徹底した見直しにより削減を図ることで営業利益の改善に努める所存でおります。 

 以上により、継続企業の前提に関する重要な不確実性は解消されるものと判断しております。 
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(1）主要な設備の状況 

 当第２四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(2）設備の新設、除却等の計画 

 当第２四半期会計期間において、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改

修、除却、売却等の計画はありません。  

第３【設備の状況】
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 会社法第236条、第238条、第239条に基づき平成18年10月５日に発行する新株予約権は、次のとおりでありま

す。 

平成18年５月９日臨時株主総会決議 

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  156,880

計  156,880

種類 
第２四半期会計期間末現
在発行数（株） 
（平成22年６月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成22年８月13日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容

普通株式       45,887       45,887
札幌証券取引所 

（アンビシャス市場） 

当社は単元株制

度は採用してお

りません。 

計       45,887       45,887 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

  
第２四半期会計期間末現在 

（平成22年６月30日） 

新株予約権の数（個）  980

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  980

新株予約権の行使時の払込金額（円）  80,000

新株予約権の行使期間 
自 平成20年６月１日 

至 平成27年４月30日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   80,000 

資本組入額  40,000 

新株予約権の行使の条件 

①新株予約権者は、権利行使時において当社の役員又は

従業員の地位にあることを要する。ただし、任期満了に

よる退任、定年退職その他正当な理由のある場合として

当社取締役会が認めた場合にはこの限りではない。 
  
②新株予約権者が死亡した場合は、相続人はこれを行使

できないものとする。 
  
③その他の権利行使の条件については、当社と新株予約

権者との間で締結する「新株予約権割当契約書」に定め

るところによる。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
権利の譲渡、質権の設定及びその他の処分は認めない

ものとする。 

代用払い込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 
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 （注）１． 当社が新株予約権発行後、株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式数を調整する

ものとする。ただし、かかる調整は新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的たる

株式数について行われ、調整の結果生じる１株未満の株式については、これを切り捨てるものとする。 

  調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

 また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合、又は当社が新設分割

もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認められる株式数の調整を行う。 

２． 当社が新株予約権発行後、株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整

により生じる１円未満の端数は切り上げるものとする。 

 また、当社が新株予約権発行後に、時価を下回る金額で新株の発行又は自己株式の処分（時価発行として

行う公募増資、新株予約権の行使による株式の発行の場合を除く。）を行う場合は、次の算式により払込金

額は調整され、調整に生ずる１円未満の端数は切り上げる。なお、次の算式において、「既発行株式数」と

は、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した数をいうものとする。 

 上記の他、新株予約権発行後に、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場

合、その他これらの場合に準じ、払込金額の調整を必要とする場合には、必要かつ合理的な範囲で、払込金

額は適切に調整されるものとする。 

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。  

  

  

  

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１ 

分割・併合の比率

        
既発行株式数＋

新規発行又は処分株式数×１株あたり払込金額又は譲渡価額

調 整 後 

払込金額 
＝

調 整 前 

払込金額 
× 

１株あたりの時価 

既発行株式数＋新規発行又は処分株式数 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成22年４月１日～

平成22年６月30日  
―  45,887 ―  675,402 ―  244,402
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①【発行済株式】 

   

②【自己株式等】 

該当事項はありません。   

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、札幌証券取引所アンビシャス市場におけるものであります。 

（６）【大株主の状況】

  平成22年６月30日現在

氏名又は名称 住所 所有株式数（株） 
発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

河端 繁  東京都港区        25,882       56.40

ビジネスソリューション株式会社 東京都世田谷区粕谷三丁目24番28号   2,667  5.81

河端 隼平  東京都港区   2,667  5.81

寺岡 敏明  札幌市東区        2,579       5.62

内田 荘一郎  東京都港区   2,405       5.24

河端 伸一郎  東京都港区   1,333  2.90

伏見 恵一  東京都世田谷区   636       1.39

上原 大和  千葉県船橋市   550       1.20

増田 雅代  東京都世田谷区   375       0.82

柏井 正尚  東京都杉並区   375       0.82

山本 麻記子  東京都品川区   375       0.82

計 －       39,844       86.83

（７）【議決権の状況】

  平成22年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － － 

議決権制限株式（自己株式等）  － － － 

議決権制限株式（その他）  －   － － 

完全議決権株式（自己株式等） － －  － 

完全議決権株式（その他） 普通株式        45,887                  45,887 － 

単元未満株式 － － － 

発行済株式総数                 45,887 － － 

総株主の議決権 －                 45,887 － 

２【株価の推移】

月別 
平成22年 
１月 

２月 ３月 ４月 ５月 ６月

最高（円）  12,800  9,190  10,350      12,800      10,500      8,680

最低（円）  8,100  8,350  8,350       9,330       7,770       7,600
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 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。  

  （1）新任役員  

    該当事項はありません。 

   

（2）退任役員 

    該当事項はありません。 

  

  （3）役職の異動 

  

３【役員の状況】

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

代表取締役
会長兼社長 

－ 
代表取締役
会長 

－ 藤田 一郎 平成22年５月17日

代表取締役
副社長  

法人事業部
部長  

代表取締役
社長 

－ 岡田 圭治 平成22年５月17日
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１．四半期財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前第２四半期会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び前第２四半期累計期間（平成21

年１月１日から平成21年６月30日まで）は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第２四半期会計期間（平成

22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第２四半期累計期間（平成22年１月１日から平成22年６月30日ま

で）は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期会計期間（平成21年４月１日から平成

21年６月30日まで）及び前第２四半期累計期間（平成21年１月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期財務諸

表並びに当第２四半期会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第２四半期累計期間（平成22

年１月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期財務諸表について、監査法人ハイビスカスによる四半期レビュ

ーを受けております。 

３．四半期連結財務諸表について 

 当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。 

  

第５【経理の状況】

2010/08/16 11:36:5910666362_第２四半期報告書_20100816113653

- 11 -



１【四半期財務諸表】 
（１）【四半期貸借対照表】 

（単位：千円）

当第２四半期会計期間末 
(平成22年６月30日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成21年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 81,525 114,576

売掛金 55,683 58,812

商品及び製品 340 563

原材料及び貯蔵品 3,619 3,617

その他 18,451 23,138

貸倒引当金 △1,676 △2,820

流動資産合計 157,944 197,888

固定資産   

有形固定資産 ※  15,606 ※  26,803

無形固定資産   

ソフトウエア 47,586 56,721

コンテンツ 44,291 47,288

その他 395 1,995

無形固定資産合計 92,273 106,006

投資その他の資産   

その他 13,316 18,038

投資その他の資産合計 13,316 18,038

固定資産合計 121,196 150,848

資産合計 279,141 348,736

負債の部   

流動負債   

短期借入金 70,000 70,000

1年内返済予定の長期借入金 30,324 30,324

未払法人税等 1,990 3,127

その他 40,564 47,652

流動負債合計 142,879 151,104

固定負債   

長期借入金 129,302 146,991

その他 6,118 8,188

固定負債合計 135,420 155,179

負債合計 278,300 306,284

純資産の部   

株主資本   

資本金 675,402 675,402

資本剰余金 244,716 244,716

資本準備金 244,402 244,402

その他資本剰余金 314 314

利益剰余金 △919,278 △877,666

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 △919,278 △877,666

株主資本合計 840 42,452

純資産合計 840 42,452

負債純資産合計 279,141 348,736
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（２）【四半期損益計算書】 
【第２四半期累計期間】 

（単位：千円）

前第２四半期累計期間 
(自 平成21年１月１日 

 至 平成21年６月30日) 

当第２四半期累計期間 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年６月30日) 

売上高 305,337 258,901

売上原価 119,417 122,957

売上総利益 185,920 135,943

販売費及び一般管理費 ※  182,464 ※  174,113

営業利益又は営業損失（△） 3,455 △38,169

営業外収益   

受取利息 83 30

その他 － 41

営業外収益合計 83 72

営業外費用   

支払利息 4,088 2,401

増資関連費用 5,790 －

株式発行費 273 －

その他 1 212

営業外費用合計 10,153 2,614

経常損失（△） △6,613 △40,711

特別利益   

償却債権取立益 － 30

貸倒引当金戻入額 9,000 26

特別利益合計 9,000 56

特別損失   

貸倒損失 119 －

債務保証損失引当金繰入額 9,000 －

特別損失合計 9,119 －

税引前四半期純損失（△） △6,733 △40,655

法人税、住民税及び事業税 966 956

法人税等合計 966 956

四半期純損失（△） △7,699 △41,611
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【第２四半期会計期間】 

（単位：千円）

前第２四半期会計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第２四半期会計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

売上高 138,360 124,165

売上原価 56,637 61,593

売上総利益 81,723 62,571

販売費及び一般管理費 ※  90,388 ※  85,713

営業損失（△） △8,665 △23,141

営業外収益   

受取利息 1 0

その他 － 32

営業外収益合計 1 32

営業外費用   

支払利息 2,035 1,180

その他 1 210

営業外費用合計 2,036 1,390

経常損失（△） △10,700 △24,498

特別利益   

償却債権取立益 － 30

貸倒引当金戻入額 － 26

特別利益合計 － 56

特別損失   

貸倒損失 119 －

債務保証損失引当金繰入額 9,000 －

特別損失合計 9,119 －

税引前四半期純損失（△） △19,819 △24,442

法人税、住民税及び事業税 805 475

法人税等合計 805 475

四半期純損失（△） △20,624 △24,917

2010/08/16 11:36:5910666362_第２四半期報告書_20100816113653

- 14 -



（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

前第２四半期累計期間 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第２四半期累計期間 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前四半期純損失（△） △6,733 △40,655

減価償却費 18,692 22,286

貸倒損失 119 －

コンテンツ償却費 23,389 24,222

著作権利用許諾使用料 － 722

貸倒引当金の増減額（△は減少） △13,994 △404

債務保証損失引当金の増減額（△は減少） 9,000 －

受取利息及び受取配当金 △83 △27

支払利息 4,088 1,521

売上債権の増減額（△は増加） 405 3,128

たな卸資産の増減額（△は増加） △268 220

外注未払金の増減額（△は減少） △1,611 4,462

未払金の増減額（△は減少） 4,322 △5,273

その他の流動資産の増減額（△は増加） △11,561 11,037

その他の流動負債の増減額（△は減少） △851 △5,422

未払消費税等の増減額（△は減少） 2,070 △2,565

小計 26,984 13,254

利息及び配当金の受取額 83 27

利息の支払額 △3,754 △1,768

法人税等の還付額 － 531

法人税等の支払額 △580 △3,127

営業活動によるキャッシュ・フロー 22,733 8,916

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △9,104 －

無形固定資産の取得による支出 △24,284 △21,562

長期前払費用の取得による支出 － △1,000

貸付けによる支出 △1,300 △540

貸付金の回収による収入 10,441 797

敷金及び保証金の回収による収入 440 －

その他 △10,263 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △34,071 △22,305

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の返済による支出 △51,996 －

長期借入れによる収入 80,000 －

長期借入金の返済による支出 △23,692 △17,689

株式の発行による収入 115,800 －

リース債務の返済による支出 △1,882 △1,974

財務活動によるキャッシュ・フロー 118,229 △19,663

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 106,891 △33,051

現金及び現金同等物の期首残高 66,088 114,576

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  172,979 ※  81,525
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     該当事項はありません。 

   

    該当事項はありません。 

    

     該当事項はありません。 

  

【継続企業の前提に関する事項】

【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

【表示方法の変更】

当第２四半期会計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

（四半期貸借対照表） 

 前第２四半期会計期間において、流動資産の「その他」として一括掲記しておりました「原材料及び貯蔵品」（前

第２四半期会計期間2,180千円）は、重要性が増したため区分掲記しております。 

【簡便な会計処理】

  
当第２四半期累計期間 

（自 平成22年１月１日 
至 平成22年６月30日） 

１．棚卸資産の評価方法  当第２四半期会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、

前事業年度末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定する方法に

よっております。  

２．固定資産の減価償却費の算定方法   定率法を採用している資産については、事業年度に係る減価償却費の額を

期間按分して算定する方法によっております。  

３．一般債権の貸倒見積高の算定方法   当第２四半期会計期間末の貸倒実績率が前事業年度末に算定したものと著

しい変化がないと認められるため、前事業年度末の貸倒実績率等を使用して

貸倒見積高を算定しております。 

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】
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【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

当第２四半期会計期間末 
（平成22年６月30日） 

前事業年度末 
（平成21年12月31日） 

※ 有形固定資産の減価償却累計額は、 千円であり

ます。  

41,621 ※ 有形固定資産の減価償却累計額は、 千円であり

ます。 

30,424

（四半期損益計算書関係）

前第２四半期累計期間 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年６月30日） 

当第２四半期累計期間 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年６月30日） 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

給与 62,172千円 

貸倒引当金繰入額 2,005千円 

給与 65,945千円 

前第２四半期会計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

当第２四半期会計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

給与 29,934千円 

貸倒引当金繰入額 2,005千円 

給与 32,444千円 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期累計期間 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年６月30日） 

当第２四半期累計期間 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年６月30日） 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係 

 （平成21年６月30日現在）

  現金及び預金勘定      千円172,979

  現金及び現金同等物       172,979

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係 

 （平成22年６月30日現在）

  現金及び預金勘定      千円81,525

  現金及び現金同等物       81,525
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当第２四半期会計期間末（平成22年６月30日）及び当第２四半期累計期間（自 平成22年１月１日 至 平成22

年６月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

 普通株式  45,887株  

  

２．自己株式の種類及び株式数 

 該当事項はありません。   

  

３．新株予約権等に関する事項 

  該当事項はありません。 

  

４．配当に関する事項 

 該当事項はありません。  

  

５．株主資本の金額の著しい変動  

 当社は、当第２四半期累計期間において、41,611千円の四半期純損失を計上いたしました。これにより、当

第２四半期会計期間末において利益剰余金が前事業年度末と比べて41,611千円減少し、当第２四半期会計期間

末における株主資本は840千円となっております。 

  

 該当事項はありません。  

  

 当第２四半期会計期間末（平成22年６月30日現在） 

該当事項はありません。 

  

    該当事項はありません。 

（株主資本等関係）

（有価証券関係）

（デリバティブ取引関係）

（持分法損益等）

2010/08/16 11:36:5910666362_第２四半期報告書_20100816113653

- 18 -



該当事項はありません。 

  

１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純損失金額等 

 （注） １株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 （注） １株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（ストック・オプション等関係）

（１株当たり情報）

当第２四半期会計期間末 
（平成22年６月30日） 

前事業年度末 
（平成21年12月31日） 

１株当たり純資産額     18.33円 １株当たり純資産額 925.15円

前第２四半期累計期間 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年６月30日） 

当第２四半期累計期間 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年６月30日） 

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式は存在するものの、１株当たり四半期純

損失であるため記載しておりません。 

１株当たり四半期純損失金額 △254.42円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式は存在するものの、１株当たり四半期純

損失であるため記載しておりません。 

１株当たり四半期純損失金額 △906.82円

  
前第２四半期累計期間

（自 平成21年１月１日 
至 平成21年６月30日） 

当第２四半期累計期間
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年６月30日） 

四半期純損失（△）（千円）       △7,699       △41,611

普通株主に帰属しない金額（千円）  ―  ―

普通株式に係る四半期純損失（△）（千円）       △7,699       △41,611

期中平均株式数（株）       30,263       45,887

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜

在株式で、前事業年度末から重要な変動があった

ものの概要  

―  ―  

前第２四半期会計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

当第２四半期会計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式は存在するものの、１株当たり四半期純

損失であるため記載しておりません。 

１株当たり四半期純損失金額     △525.87円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式は存在するものの、１株当たり四半期純

損失であるため記載しておりません。 

１株当たり四半期純損失金額     △543.03円

  
前第２四半期会計期間

（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

当第２四半期会計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

四半期純損失（△）（千円）       △20,624       △24,917

普通株主に帰属しない金額（千円）  ―  ―

普通株式に係る四半期純損失（△）（千円）       △20,624       △24,917

期中平均株式数（株）       39,220       45,887

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜

在株式で、前事業年度末から重要な変動があった

ものの概要  

―  ―  
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   前事業年度末に比べて著しい変動が認められないため、注記は記載しておりません。  

   

 該当事項はありません。 

  

（リース取引関係）

２【その他】
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 該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成21年８月12日

株式会社テラネッツ  

取締役会 御中 

監査法人ハイビスカス 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 藤原 一範  印 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 北澤 元宏  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社テラネ

ッツの平成21年１月１日から平成21年12月31日までの第10期事業年度の第２四半期会計期間（平成21年４月１日から平成

21年６月30日まで）及び第２四半期累計期間（平成21年１月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期財務諸表、す

なわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。

この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明

することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社テラネッツの平成21年６月30日現在の財政状態、同日をもって終了す

る第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正

に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

追記事項 

 継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は債務超過の状況にあり、継続企業の前提に関する重要な

疑義が存在している。当該状況に対する経営者の対応等は当該注記に記載されているが、現時点では継続企業の前提に関

する重要な不確実性が認められる。なお、四半期財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な不

確実性の影響を四半期財務諸表には反映していない。  

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。  

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

    ２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成22年８月10日

株式会社テラネッツ  

取締役会 御中 

監査法人ハイビスカス 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 藤原 一範  印 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 北澤 元宏  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社テラネ

ッツの平成22年１月１日から平成22年12月31日までの第11期事業年度の第２四半期会計期間（平成22年４月１日から平成

22年６月30日まで）及び第２四半期累計期間（平成22年１月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期財務諸表、す

なわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。

この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明

することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社テラネッツの平成22年６月30日現在の財政状態、同日をもって終了す

る第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正

に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。  

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

    ２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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